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１．活動対象地域における課題 

宝塚市、川西市においては、昭和４０年代に開発されたニュータウンが多く、 

これらのニュータウンに発生している空き地は相続等により取得したものが多い。 

   それらの空き地は価格が著しく下落し、所有者等が考えている価格と乖離している

場合が多く、利活用がなされにくい現状がある。 

   そのまま放置されていることにより、草木の繁茂やごみの不法投棄等景観を損なう

だけでなく、防犯、防災上にも支障がでている。 
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２．事業概要 

(１) 事業内容 

宝塚市・川西市両市では、自治会や隣接居住者等が空き地の管理等に関する相談が

市に寄せられた場合、現地を調査したうえで、空き地所有者等に対し、適正管理を

行うよう依頼する文書等を送付している。 

これらの相談案件では、空き地所有者が今後この空き地をどのように管理していく

のか不明であるとともに、中には有効活用がしにくい空き地や相続等で困っている

ケースも散見される。 

そこで、本調査では、 

①空き地を適正に管理してもらうために、両市が送付する依頼文書に、相談できる

団体等の情報を記載し、相談を希望する空き地所有者に対して相談業務等を行う。   

②自治会に協力依頼し、自治会員に適正管理のチラシを回覧することで、空き地に

関する啓蒙活動を行う。 

以上を行うことにより、管理不全の空き地の削減につなげるかどうかの実効性に 

ついて、調査、研究を実施する。 

 

(２) 事業の実施体制 
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(３) 事業のスキーム 

 
 

(４) 自治会向けのチラシ配布のスキーム 
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 空き地の適正管理依頼文書（宝塚市） 
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空き地の適正管理依頼文書（川西市） 
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 空き地管理の状況 
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３．取組の概要  
相談案件１（宝塚市①） 
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相談案件１（宝塚市①）の課題 

 空き地になった背景：相続 

  ① 雑草の繁茂 

    雑草が繁茂し、近隣土地に悪影響を及ぼしている。 

    長期間放置しているため、樹木が大きくなっている。 

  ② 所有者が遠方に住んでいる。（ご高齢の女性） 

  ③ 年金暮らしで、固定資産税、管理費の支払いが厳しい。 

   

 相談案件１（宝塚市①）の対応 

 草木等伐採され、適正管理された。 
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相談案件２（宝塚市②） 
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相談案件２（宝塚市②）の課題 

空き地になった背景：相続 

① 雑草の繁茂 

   雑草が繁茂し、近隣土地に悪影響を及ぼしている。 

   長期間放置しているため、樹木が大きくなっている。 

   法面上にあり、法面下にある家屋に危険を及ぼす可能性がある。 

② 対象地は、都市計画道路予定地になっており、資産価値が上がる可能性がある。 

③ 無道路地であるため、適正管理が難しい。 

 

相談案件２（宝塚市②）の対応 

対象地は、都市計画道路の予定地になっており、近い将来、資産価値が上がる可能性

が高い。 

隣接者も購入意思がないことから、所有者が伐採等適正管理をする旨の連絡があった

が、その後連絡が無い。 
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相談案件３（宝塚市③） 
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相談案件３（宝塚市③）の課題 

 空き地になった背景：相続 

① 現況「山林」であり、面積が 1,100 ㎡と大きい。 

② 所有者が高齢であり、かつ、遠方にいる。 

③ 無料でも処分したいという要望があるが、法面にあり有効利用するためには相当な 

造成費が必要である。 

④ 建築基準法の道路（東側）に２ｍ接しているだけである。 

 

相談案件３（宝塚市③）の対応 

売却し、一部草木等の伐採を行った。 
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相談案件４（宝塚市④） 
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相談案件４（宝塚市④）の状況 

空き地になった背景：相続 

  所有者が亡くなり、相続人によって売却手続きに入った。 

  適正管理を促す文書を送ったことにより、売却に踏み切ることができた。 

  → 適正管理を促す文書を送付することは効果が期待できる。 

  対象空き地は売却され、2 戸 1の分譲住宅として売り出し中である。 
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相談案件５（宝塚市⑤） 
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空き地になった背景：平成７年の阪神淡路大震災の被害により家屋を取壊し、将来、 

息子が住むことを期待して、現状のままにしている。 

ブロック塀をどうするか協議進行中。（両者各々ブロック塀を立てることで調整中） 
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４．自治会長宛空地チラシ回覧依頼文書 

 

本チラシを配布するにあたっては、宝塚市生活環境課に依頼した。 

①自治会（約 300 自治会）にチラシを送付。 

②自治会から自治会員（約 57,000 世帯）に回覧依頼。 
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自治会員宛「空地適正管理依頼」チラシの配布後の効果 

自治会宛にチラシを郵送した時期が１２月２０日であった。 

宝塚市生活環境課からは、草木が繁茂する時期ではないため、郵送する時期は雑草が繁

茂する梅雨時期の方が効果があるのではないかといった助言があったが、実際に郵送して

みて、市民の関心度が低い時期に行っても効果があまりないということがわかった。 

自治会や隣接居住者等から宝塚市に問い合わせが多いのも梅雨時期と秋であり、この時

期に行うことが効果が高いとものと予想される。 

また、文書だけでは関心を引くことは難しく、イラスト等視覚に訴えることも効果があ

るもの思われる。 
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５．今年度の工程表 

昨年度の事業では、自治会や隣接居住者等から行政に対して、適正管理の要望があった

空き地と過去の通知先で適正管理が行われていない空き地所有者等を対象としていた。 

 今年度の事業では、上記に加え、宝塚市生活環境課に依頼し、空き地の適正管理依頼の

チラシを自治会（約300自治会）から自治会員約57,000世帯に対し回覧することができた。 
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６．取組の成果と課題 

【苦労した点】 

・行政から空き地の適正管理を促す文書を送付したが、あくまでも通知であり、所有者か

ら明確な回答を得るものではないため、直接的な反響を確認できない。 

・結果として、相談案件が少なく、適正管理に向けた直接的なアプローチを行うことが困

難であった。 

・自治会員宛ての「空き地適正管理依頼」チラシの配布の時期が、草木が繁茂する時期で

はなかったため、今回は効果が出にくかった。 

 

【取組上の工夫点】 

・相談者の属性や意向に応じて、適切な専門家を選任して相談対応を行った。 

・各種専門家（司法書士、測量士、土地家屋調査士、不動産鑑定士等）の協業によって、

相談案件に対して的確な情報整理を実施し、相談者との対話に備えた。 

 

【取組の成果】 

・所有者との対話を通じて、市内の空き地の抱えている課題や要因の把握を行うことがで

きた。 

・宝塚市役所生活環境課の協力によって、自治会に対してチラシを回覧することができた

ことで、地域への意識付けの一助にはなったと考えている。 

・庁内連携によって、自治会を介したチラシ配布・回覧が実現した。本モデル調査では、

所有者へのアプローチ方法について行政との協議を行ったことによって行政において実

施できる取組と、現状の体制のままでは実施が困難な取組を明確にすることができた。 

 

 



25 
 

 

・自治会においても、チラシ配布に対しては前向きに受け入れていただいたことから、今

後も同様のアプローチを実施していくことの可能性が確認できた。 

（今後は、時期を改めて実施することも有効であると考えている。） 

 

【課題】 

・空き地所有者等が遠隔地に居住しており、雑草が繁茂していたり、樹木等が成長し、 

隣接所有者等に迷惑を掛けているにもかかわらず、適正管理をしなければならないと 

いう関心が希薄である。  

また、関心があっても遠隔地であるため、適正管理ができずにいる。 

・早期に適正管理を促さないと所有者が亡くなったり、管理をしたくても管理ができない

状況になってしまうことがある。 

・そもそも有効利用が難しい。仮にできたとしても多額の費用が必要となることもある。 

・隣接者と土地の境界が決まっていない。 

・適正管理がされていない空き地となっている理由は、相続による所有者不明を起因と 

するものだけではなかった。 

→バブル時の価格を知っている方が多く、その時の価値とその後バブルが崩壊し、 

  著しく下落した空き地が多く、空き地所有者が認識している価格と実際に売却できる 

価格が著しく乖離していることから、利活用されていないケースがあった。 

 →遠方に住んでいる等により現場の状況を把握してしない為、近隣居住者等に迷惑を掛 

けている意識が欠如しているケースがあった。 
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７．提言等 

① 適正管理のされていない空き地の中には、擁壁の崩落等危険な空き地もあった。 

   →「特定空き地対策措置法」（仮称）を創設するなど、適正管理のされていない 

     土地は、行政がなんらかの手続きができる仕組みを創設する必要がある。 

② 今後、空き家を壊すことによって、空き地が増加することも考えられる。 

  空き家に関しては関心のある方が多いが、空き地に関しては関心がない、関心の 

低い方が少なくない。 

   →未然対策や空き地に対する啓蒙活動が必要である。 

③ 空き地利用や相続等の相談を行う部署がなく、空き地のまま放置をせざるを 

得ないケースがあった。 

 

 

→空き地対策を相談する部署や空き家対策に相談できる団体があることで適正管理 

された空き地になることが少なくない。 

→空き地対策課、空き地対策担当の設置 

  →空き地対策の担い手育成が必要である。 

 


